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　携帯端末機の通話エリアは端末機の最低受信感度に左右さ
れる。一体どのくらい微小な信号を受信できるのかは、実際
に微小な信号を与えてそれを受信できるか否かを試験するこ
とで確認する。ところで、その微小信号はどうやって作れば
よいのだろうか。答えは、高周波電力の絶対値があらかじめ
規定されている試験信号に対して正しい高周波減衰量を与え
て、その信号を正確に減衰させていくことである。では、そ
の正しい高周波減衰量はどのようにして得られるのであろう
か。今回は高周波減衰量の較正について説明したいと思う。

今どきの高周波測定技術と
測定器管理の基礎知識

はじめに
　高周波減衰量は高周波電力のレベル範囲を拡大する
場合に活躍する基礎電気量である。高周波電力の標準
はカロリーメータで得られるので、実際には 1mW（0 
dBm）付近の限られたレベル範囲でしか標準を作り
出すことができない。これをハイレベル、またはロー
レベルに拡大するためには、どうしても正確な高周波
減衰量の標準を得ておく必要がある。
　正確な高周波減衰量が必要となる測定器は大きく 2
つある。ひとつは、固定減衰器やステップ減衰器のよ
うに、それ自体の高周波減衰量が明らかであることが
必要なもの。もうひとつは、スペクトラムアナライザ
やレベルメータのように表示レベルの直線性を確保す
る必要があるものであるが、その直線性の確認にも固
定減衰器やステップ減衰器が使われている。ここでは、
固定減衰器とステップ減衰器の高周波減衰量の較正に
ついて、その設備と較正方法を紹介したい。

高周波減衰量の基準とは
　高周波減衰量は比率をもとにした相対量なので、SI
単位に直接接続することはできない。実際には SI に
接続できる電圧、電力の絶対値の比率として定義され
ることになる。現在、高周波減衰量の国家標準として
は、以下の 2 つのタイプが用いられている。一つは誘
導分圧器 IVD（Inductive Voltage Divider）を標準
とするものと、もう一つはピストン減衰器 WBCO

（Waveguide below cutoff attenuator）を標準とする
ものである。
　図 1 に IVD の構造を示す［1］。構造は至ってシン
プルであり、透磁率の非常に高い磁気コアの周りに数
十～数百回程度銅線を巻き付け、一定の巻き数比とな
るポイントに出力端子を取り付ける。入力電圧 Vo は
銅線の巻き数比に応じて正確に分割される。機械的構
造が堅牢であり、かつ巻き数比で正確に分圧ができる
ことから、古くから低周波の交流測定で多用されてき
た。国家標準機関では 1kHz における分圧比を正確に
規定することで、高周波減衰量との整合を実現してい
る。実際には分解能の異なる 5 つの IVD を直列に接
続することで、電圧比換算で 1/100000 相当の測定上
の分解能が得られており、10MHz ～ 40GHz において、
高周波減衰量 20dB で 1 × 10-5dB、40dB で 1 × 10-4 
dB、60dB で 1 × 10-3dB の測定確度が実現されている

［2］。

～�その4　高周波減衰量における確度評価の実際�～

図 1　IVD の構造

ピストン減衰器の外観
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　図 2 に WBCO の構造を示す。円形導波管を遮断周
波数以下で使用する場合、円形導波管内の電磁界は軸
方向に指数関数で減少する。このときの減衰定数（α）
は⑴式で表すことができる［3］。

…… ⑴

但し、    r ：円形導波管の半径
            λ：使用波長

　このとき、λ≫ r であればαは⑵式のように近似で
きる。

 …… ⑵

　このようにαは r のみに依存し、周波数には無関係
になる。図 2 におけるℓの変化量をΔℓとすれば、減
衰量 (A）は⑶式のようになる。

 …… ⑶

　Δℓおよび r は「長さ」を確定する必要があること
から、SI への結合は「長さ」を仲介することになる。
現在、国家標準装置では 40GHz 以上の高周波減衰量
較正において、後述する中間周波置換型較正装置の中
で 30MHz の WBCO を使用している［4］。

高周波減衰量の定義［5］
　高周波減衰量の較正方法を考える前に、ここで高周
波減衰量の定義を確認しておきたい。まず、図 3 ⒜の
ように信号発生器に負荷が接続されている場合を考え
る。接続面を境にして、信号発生器側の反射係数をΓg、

負荷側の反射係数をΓL とする。伝送線路の損失がゼ
ロであり、またΓg とΓL がゼロであれば信号発生器
の出力電力P₁ はすべて負荷に供給される。
　次に、信号発生器と負荷の間に減衰器を挿入する場
合を考える。図 3 ⒝のように信号発生器の出力電力が
P₁、負荷に供給される電力がP₂ であったとき、減衰
器の減衰量（A₀）は次の式で表すことができる。

 …… ⑷

　実際にはΓg とΓL はゼロではなく、挿入した減衰
器の入力端の反射（S₁₁）と出力端の反射（S₂₂）もゼ
ロではないので、それらの影響も考慮したとき、この
場合の減衰量（A₁）の式は次のように表すことがで
きる。

…… ⑸

　但し、ここでΓ₁ は以下のようになる。

…… ⑹

　さて、これをステップ減衰器に適用した場合はどの
ようになるであろう。ステップ減衰器の場合の接続状
況を図 4 に示す。ステップ減衰器は「減衰量なし（ス
ルー）」の場合と「減衰量あり」の場合があり、それ
ぞれに対して入力端と出力端の反射係数、および電力
の減衰量が異なっている。この場合の減衰量（A₂）
は次の式で表すことができる。

図 2　WBCO の構造

図 3　固定減衰器の減衰量測定のブロック図
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 …… ⑺

　但し、ここでΓla、Γlb は以下のようになる。

     …… ⑻

　⑺式を見れば、高周波減衰量の測定ではそれぞれの
接合面の整合状態を良好に維持することが必要である
ことが分かる。しかし、全ての接続面での反射の影響
を見積もることは困難な場合があり、あらかじめス
テップ減衰器の入力端と出力端に整合器（Pad）を装
着する等の対策が行われることが多くなっている。

高周波減衰量の較正方法
　ここでは高周波減衰量を与えるために一般的に使用
されている固定減衰器とステップ減衰器の減衰量の較
正について、比較的高確度な較正が実現できるといわ
れている方法を 2 つほどご紹介する。

▪�直接置換法
　まずひとつ目は直接置換法と呼ばれる方法である。
直接置換法のブロック図を図 5 に示す。標準器の可変
減衰器と被較正ステップ減衰器（EUT）とを直列に
接続する。その減衰量の較正手順は以下の通りである。

　例えば、EUT のステップ減衰器は 10dB ステップ
で最大 50dB まで減衰量が可変でき、標準器の可変減
衰器は 0dB から 50dB までの減衰量を連続可変できる
ものであるとする。まず、EUT の減衰量を 0dB、標
準器の減衰量を 50dB に設定し、このときの検出器の
指示値をL0 とする。次に EUT の減衰量を 10dB とし、
標準器の減衰量を 40dB として検出器の指示値を読み
取る。指示値はL10 となるが、これをL0 と同一とな
るように標準器の減衰量を僅かに加減する。このとき
の加減幅が EUT の減衰量の 10dB における較正値に
なる。さらに EUT を 20dB、標準器を 30dB に設定し、
同様の作業を繰り返して、50dB までの減衰量を較正
することができる。
　この方法は比較的簡便な装置で実現できることが特
徴である。しかし、標準器は連続可変可能なタイプが
必要であること、較正できる周波数範囲は標準器の較
正値がある周波数に限られること、減衰量が大きい場
合には検出器に入力するレベルが小さくなりノイズの
影響を受け易くなること、信号発生器の出力レベルの
安定度の影響を受け易くなることなどの問題がある。

▪ 中間周波置換法
　直接置換法では減衰量の較正は、較正できる周波数
は標準器の較正値がある周波数に限られるという問題
があった。この問題を解消するためには、標準器の較
正値がある周波数を中間周波数として、周波数変換を
すればよいことは容易に想像できる。これを実現した
のが中間周波置換法と呼ばれる方法である。中間周波
換法のブロック図を図 6 に示す。
　図 5 の標準器（可変減衰器）の直前にミキサを挿入
し、ローカル発振器は信号発生器の周波数と中間周波
数の和の周波数の信号を供給する。
　較正方法は直接置換法と同様であり、EUT の減衰

図 5　直接置換法のブロック図

図 4　ステップ減衰器の減衰量測定のブロック図

（a）ステップ減衰器（減衰量なし）

（b）ステップ減衰器（減衰量あり）
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量を増加し、反対に標準器の減衰量を減少させて検出
器のレベルが一定になる標準器の減衰量の差分を求め
る。
　この方法は、標準器の較正値がない周波数における
減衰量の較正が可能であるという利点がある。反面、
ミキサやローカル信号発生器などを用意しなければな
らないという欠点がある。加えて、ミキサは十分に直
線性が確保されているレベル範囲を使う必要がある。
ミキサは入力レベルが高いと歪を生じる場合があり、
このため信号発生器の信号レベルには使用の上限があ
る。一方で検出レベルの下限は検出器のノイズレベル
で制限されるので、このレベルの上限と下限の間に検
出レベルを設定しなければならないことが課題とな
る。また、EUT からの出力信号が小さい場合は、ロー
カル信号の漏れ信号が問題となる場合があり、ローカ
ル信号のアイソレーションを十分確保することが必要
になる。
　検出器の指示値を一定にする手法は、本質的にゼロ
位法と等価であり、この調整作業が実際の較正現場で
は負担となる場合がある。そこで、検出器の指示値を
一定にすることに代えて、検出器（レシーバ）のレベ
ル軸の目盛りを標準器で較正しておくという方法もあ
る。この方法による構成を図 7 に示す。

　このとき、検出器（レシーバ）は十分な直線性があ
ることが要求される。また、スペクトラムアナライザ
などを検出器として利用する場合は、内部のミキサへ
の入力レベルに十分注意をする必要がある。

高周波減衰量較正値の利用上の注意点
　高周波減衰量の標準器は連続可変式であることが必
要であると説明した。連続可変型でありかつ良好な直
線性を得られるものは限られており、この要求を満た
す も の と し て 以 前 は WBCO が 多 用 さ れ て い た。
WBCO は原理的に機械的寸法によって減衰量が確定
し、優れた減衰量の直線性を有している。しかし、こ
のような減衰器は今日では市販されているものは僅か
であり、一般に入手することは容易ではない。現在の
ステップ可変型の減衰器のほとんどは T 型やπ型の
抵抗減衰器であり、これらがセクションごとに従属的
に接続されて減衰量を作り出す仕組みになっている。
比較的ステップ幅が小さいものでも可変幅は 0.1dB に
留まっており、連続的に減衰量を変更できるものでは
ない。実用面を考えたとき、標準器はステップ減衰器
を使うことになるが、図 5 や図 6 のような使用方法は
難しいと認識することが必要であろう。

まとめ
　放送局の出力電力は数百kW にも及ぶ場合がある
が、一方で携帯端末機の受信感度は -120dBm 以下と
いう場合もある。20 桁以上にも及ぶ高周波電力範囲
をカバーするためには、用途にあった減衰器の利用が
欠かせない。高出力を減衰器に入射する場合は、減衰
器の放熱にも気を使う必要がある。減衰器の温度係数
で減衰量が変わってしまうからである。
　実際の製品開発で減衰器を単独で使用することは少
ないと思われるが、正確な高周波電力測定を行う場合
には高周波減衰量が正確に把握された減衰器を使う必
要があることは頭の隅に置いておくべきである。

図 6　中間周波置換法のブロック図
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（a）標準器によるレシーバの目盛り校正

（b）EUT の減衰量校正


